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中部エリアにおける太陽光・風力発電設備の連系量の推移
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 2012年度のFIT制度開始以降、再エネの連系量は太陽光を中心に着実に増加しています。
 中部エリアの太陽光・風力発電設備の連系量は、2024年3月末で1,198万kW（太陽光1,160万

kW、風力38万kW）となり、中部エリアの2023年度最小需要990万kWを超えている状況です。
 なお、日本全体の連系量についても、春や秋（軽負荷期）の最小需要相当を大きく上回っています。

FIT制度余剰買取制度
RPS制度

【万kW】

2023年度最小需要990万kW
（2023年5月4日 11時台）



需給バランス維持のための出力制御の必要性
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 電気は、時々刻々と変化する需要に対し、常に供給（発電量）を一致させる必要があります。
 仮に、需要と供給のバランスが崩れた場合には、お客さま設備の故障や不調、大規模な停電に
繋がるおそれもあります。

 このため、気象条件によって大きく変動する太陽光や風力の発電出力に対応する必要があり、
常に火力発電等の発電出力を調整し、需給バランスを保っています。

 一方、昨今の再エネの導入量増加に伴い、電気の需要量が少ない軽負荷期を中心に、エリア
全体の発電量が需要量を超え、余剰電力が発生します。

 そのため、需給バランスを維持するために 、「優先給電ルール」に基づき、火力発電等から順に
出力を制御し、それでもなお余剰電力が解消されない場合には、太陽光発電や風力発電等
の出力制御をお願いしています。

【電力需給のイメージ】



＜参考＞余剰電力解消に関する対応（優先給電ルール）
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 余剰電力が発生する場合には、電力広域的運営推進機関のルールで決められた順番（優先給電
ルール）で発電設備を制御し、需給バランスを保ちます。

 具体的には、①～③の順に最大限の対策を行い、それでもなお余剰電力が解消できない場合に限り、
④太陽光・風力の出力制御を行いますが、可能な限り出力制御量の低減に取り組んでいます。

① 火力（石油、ガス、石炭）の
出力制御、揚水・蓄電池の活用

② 他エリアへの送電(連系線活用)

③ バイオマス（専焼・地域資源）
の出力制御

④ 太陽光・風力の出力制御

⑤ 長期固定電源（原子力、水力、
地熱）の出力制御

出
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③バイオマス
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②他エリア送電
（連系線）

④太陽光・風力
の出力制御

【優先給電ルール】 【需給バランス（イメージ）】
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中部エリアにおける出力制御の実施状況
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【出力制御回数】
 2023年度は合計20回実施（うち太陽光・風力の出力制御は14回）
 2024年度は合計19回実施（うち太陽光・風力の出力制御は12回、5月21日時点）
 昨年度同時期※の13回（うち太陽光・風力の出力制御は10回）を上回る水準となっています。

【出力制御率】
 2023年度は0.2%であり、日本全体の2%程度と比べて低い水準となっています。
 2024年度は0.6%となる見通しです。

出典：資源エネルギー庁第51回系統ワーキンググループ資料を一部修正

※2023年5月末時点

※２ 出力制御率［%］＝変動再エネ出力制御量［kWh］÷(変動再エネ出力制御量［kWh］＋変動再エネ発電量［kWh］)×100
※６ 淡路島南部地域は四国に含む。



出力制御の低減に向けた取り組み
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主な取り組み内容

中部電力ミライズ
の取り組み

行動誘因型DR※サービス「NACHARGE（ネイチャージ）」および機器
制御型DRサービス「NACHARGE Link（ネイチャージリンク）」の提供
※デマンドレスポンス

中部電力パワーグ
リッドの取り組み

再エネ発電設備のオンライン化の推進

火力発電設備の最低出力の引下げの発電事業者への協力要請

託送料金におけるピークシフト割引の適用時間帯拡大※

※2023年4月より軽負荷期の昼間時間帯（4,5,10,11月の8時～16時。ただし、10,11月の
平日を除く）への負荷移行を割引対象に追加

 昨年12月に国の審議会において取りまとめられた、新たな「再エネ出力制御対策パッケージ」に
基づき、当社グループにおいても、需給両面で出力制御の低減に向けた様々な取り組みを
進めております。

 中部電力グループは、再生可能エネルギーの最大限の活用に向け、お客さまニーズを踏まえた
新たなサービスの提供や電力ネットワークの次世代化等の施策を、お客さまのご理解とご協力を
いただきながら積極的に推進してまいります。



＜参考＞中部電力ミライズの取り組み
行動誘因型DRサービス「NACHARGE」
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URL ：https://katene.chuden.jp/clubkatene/nacharge/index.html

① 需給状況や再生可能エネルギーの発電状況に応じて、
「電気の使用についてのお願い」の依頼メールを配信。

③ 貢献量に応じて「電気料金の支払い」や「その
他のポイント(Vポイントなど)」に交換ができる
カテエネポイントを獲得！

当社からの依頼にもとづきアクション 貢献量に応じたポイントを獲得

②依頼にもとづき無理のない範囲でアクション！！

④貢献量や獲得ポイントは専用サイトで確認！

「NACHARGE（ネイチャージ）」の詳細や
お申込みは左記URLより

参加者平均と比べて
毎月の貢献量をチェック！

 「NACHARGE（ネイチャージ）」は、電力の需給状況や再生可能エネルギーの発電量などにあわせて、
お客さまに「節電」や「電気使用時間の変更」など電気を効率的に利用いただき、その貢献量に応じた
ポイントを進呈するサービスです。（2024年5月９日時点加入者数：36.4万件）

 電気の使い方を工夫していただくことで、環境と家計に優しいライフスタイルを実現します。

https://katene.chuden.jp/clubkatene/nacharge/index.html


＜参考＞中部電力ミライズの取り組み
機器制御型DRサービス「NACHARGE Link」
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再エネがたくさん発電する晴れの日など

再エネ発電に合わせて蓄電池を充電

電力不足（需給ひっ迫）の時など

蓄電池を放電し、宅内消費を賄う

中部電力ミライズからの遠隔制御にて、「家庭用蓄電池の充放電」を実施

充電

中部電力
ミライズの
システム

遠隔制御

放電

遠隔制御

中部電力
ミライズの
システム

貢献量に応じたポイントを獲得

URL ：https://katene.chuden.jp/clubkatene/nachargelink/

NACHARGEの月間獲得ポイントや貢献量にNACHARGE Linkの
実績を上乗せしてポイント進呈

「NACHARGE Link」の詳細やお申込みは
下記URLより

 「NACHARGE Link（ネイチャージリンク）」は、季節や天候などにより発電量が変動する再エネの利用
拡大を目的とした機器制御型DRサービスで、「NACHARGE（ネイチャージ）」の機能を拡充したものです。

 蓄電池制御を中部電力ミライズにお任せいただくことで、お客さまはアクションを実施することなくDRに
参加し、再エネの活用に最大限貢献できます。

https://katene.chuden.jp/clubkatene/nachargelink/


＜参考＞中部電力パワーグリッドの取り組み
再エネ発電設備のオンライン化の推進
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 オンライン制御の場合、当日段階（実需給2時間前）のエリア需要や再エネ発電出力の予測に
応じて、出力制御が行えるため、出力制御量を低減できます。
（オフライン制御の場合、前日指示により指定した時間帯（例：8:00～16:00）での出力制御となる。）

 中部電力パワーグリッドは、再生可能エネルギーの最大限の活用の観点から、発電事業者さまに
対し、出力制御機能付PCS※1への切り換え等によるオンライン化を推奨しております。
（2023年9月末時点の太陽光発電設備※2のオンライン化率：55.5%）

【オンライン化による出力制御量の低減効果のイメージ】 【機会損失額の差】
（資源エネルギー庁試算）

・オンラインの方が約40万円/年少ない。
（前提条件）
・発電容量：1,000kW
・買取価格：30円/kWh
・制御時間/回：
オンライン4.5時間、オフライン7時間
・事業者あたりの制御回数/年：5回

出典：
資源エネルギー庁第28回系統ワーキンググループ
資料を一部修正

※1：パワーコンディショナー
※2：10kW未満等の制御対象外設備を除く



＜参考＞中部電力パワーグリッドの取り組み
火力発電設備の最低出力の引下げの発電事業者への協力要請

9C opyr i g h t  ©  C H U B U  E l ec t r i c  P ower  C o . , I nc .  A l l  R i gh t s  R ese rved .

 新設火力発電については、2020年4月以降、発電出力を技術的に合理的な範囲で最大限抑制
（50％以下）することを、電力系統に接続する際の要件として求めています。

 また、2023年5月、国の審議会において、新設火力発電（混焼バイオマスを含む）の最低出力に
ついては50%から30%に引き下げるとともに、既設火力発電についても同基準を努力目標として
協力を求める方針が決定されました。

 これに伴い、中部電力パワーグリッドでは、既設火力発電の発電事業者さまへの協力要請を行って
います。

【火力発電と再エネの発電出力の関係イメージ】



＜参考＞中部電力パワーグリッドの取り組み
託送料金におけるピークシフト割引の適用時間帯拡大
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 従来のピークシフト割引では、昼間時間帯から夜間時間帯への負荷移行分（ピークシフト電
力）について、基本料金を割引※1していました。

 再生可能エネルギーを有効活用する観点から、再エネ発電設備の出力制御の可能性がある
時間帯への負荷移行および負荷造成を後押しすべく、2023年4月より軽負荷期の昼間時間
帯※2への負荷移行を、割引対象に追加しています。

※1：高圧は278.30円/kW、特別高圧は212.30円/kWを基本料金から割引。
※2： 4,5,10,11月の8時～16時を対象とします。ただし、10,11月の平日を除く。
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